












































































































334 専修ロージャーナル　第６号 2011. 1
地域 北海道 宮城 東京 神奈川 埼玉 千葉 長野 富山
徴収率 28.5 0.2 65.0 90.1 61.6 82.9 34.3 17.8
平均 0.1 0.5 1.0 0.8 0.5 1.0 0.5 0.5
地域 愛知 京都 大坂 兵庫 広島 愛媛 福岡 沖縄
徴収率 40.6 55.1 0 0 19.1 13.2 23.3 40.4




































































































































































































































































































































































































































































































































































342 専修ロージャーナル　第６号 2011. 1
しないと返還請求権が無力なものとなるこ
と等である（我妻栄　民法講義債権各論Ⅴ２
475ページ）。賃貸物件を売買する場合，買
主は旧所有者から賃貸借契約書の提供を受
け，敷金の額を知ることができ，旧所有者
が預かり金計上した敷金総額を売買代金か
ら控除することで，敷金の承継によって生
じる敷金返還債務の補てんを受けることが
でき，敷金の承継によって生じる不利益は
実際に発生しない。
（2）これに対して，新所有者がみずから
受領していない更新料について承継するこ
とはない。理由は以下のとおりである。①
旧所有者が受領した更新料は旧所有者の収
益として計上されており，新所有者が承継
する根拠がない。②新所有者が旧所有者か
ら賃貸借契約書の交付を受けても，それは
直近の契約書であり従前何回更新されたか
知る手だてがない。③②のことは更新料の
返還請求のリスクを売買代金から控除する
ことで新所有者が回避するという手段がな
く，新所有者に負担させる実質的根拠がな
いからである。
したがって，賃貸借の対象である建物所
有権が移転された場合には，賃借人は旧所
有者に対して，その返還を請求することに
なり，住所の調査等が必要となる。旧所有
者の所在が判明しても，旧所有者の経済的状
況の変化によっては更新料の現実的回収に
は困難を伴うことになるのではなかろうか。
以　上
更新料の行方　　343
